
10

1

1

1

今年度
見直し
事 項

1

6,603

0

346

6,604

⑤(増減額)

6,604

事業
概要

1

 6,603

 

現状と
背景

市議会の運営に要する経費のうち、会議録調製委託料、委員会活動や各
種会議出席のための旅費、議長交際費、その他の経費である。

市の意思を決定する議決機関として市民ニーズを的確に捉え、地域の振
興・発展を目指し、議会が適切かつ活発に機能することにより、市の発展と
市民福祉向上に資することを目的とする。

�定例会、委員会等開催概要（平成２０年度実績） 　定例会４回　　委員会等
７５回　　　議案審議件数９７件　　処理した陳情２９件

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

議　会　費

議　会　費

補助単独の別

6,604

 

 

議　会　費

当初要求　②

前年度

①

6,258

1

6,603

 

 

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他 1

6,257

議会事務局

議会運営費

単独

所管課

0

346

0

0

増減

その他

⑥－①



10

1

1

1

今年度
見直し
事 項

761

0

5

761

⑤(増減額)

761

事業
概要

 761

 

現状と
背景

市のホームページに公開している市議会本会議の会議録について検索シ
ステムを導入し、インターネットを経由して効率的に会議録を閲覧、検索で
きるようにするための運営委託料である。

「市民に開かれた議会の推進」の一環として、境港市のホームページに公
開している会議録をより利用しやすくし、議会の透明性を高める。

平成２０年度に新たにシステムを導入し、平成１８年３月定例会にさかの
ぼって、以後の本会議会議録について検索可能。

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

議　会　費

議　会　費

補助単独の別

761

 

 

議　会　費

当初要求　②

前年度

①

756

761

 

 

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

756

議会事務局

会議録検索システム導入事業

単独

所管課

0

5

0

0

増減

その他

⑥－①



10

1

1

1

今年度
見直し
事 項

116,168

0

▲ 2,219

116,168

⑤(増減額)

116,168

事業
概要

 116,168

 

現状と
背景

議員の報酬、期末手当、共済費、共済事務負担金である。

　地方自治法第２０３条の規定に基づく市条例により、議員に対して報酬、
期末手当を給付するとともに、市議会議員共済会に対して、地方公務員等
共済組合法第１６７条に定められた所要の負担をする。

�現議員数１６人（条例定数：１６人、なお法定上限数は２６人）　 議員定数減
員経過：昭和４１年９月３０人を２４人、昭和６１年９月→２２人、平成２年９月
→２１人、平成１０年２月→１９人、平成１４年２月→１８人、平成１８年２月→１
６人

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

議　会　費

議　会　費

補助単独の別

116,168

 

 

議　会　費

当初要求　②

前年度

①

118,387

116,168

 

 

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

118,387

議会事務局

市議会議員人件費

単独

所管課

0

▲ 2,219

0

0

増減

その他

平成１５年４月から議員報酬５％削
減、平成１７年４月からは１０％削減、
平成２１年から度議員期末手当０．２

�５月削減。

⑥－①



10

1

1

1

今年度
見直し
事 項

33,113

0

401▲ 1,087

33,113

⑤(増減額)

▲ 1,08734,200

事業
概要

 34,200

 

現状と
背景

市議会事務局職員（４名）に係る給料、職員手当等、共済費である。

議会に事務局を置いて職員を配置し議会事務を処理することにより、議会
審議の適正かつ円滑な運営を補助する。

事務局長（１名）、調査庶務係（１名）、議事係（２名）

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

議　会　費

議　会　費

補助単独の別

34,200

 

 

議　会　費

当初要求　②

前年度

①

32,712

34,200

 

 

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

32,712

議会事務局

市議会事務局職員人件費

単独

所管課

0

401

0

0

増減

その他

⑥－①



10

1

1

1

今年度
見直し
事 項

2,000

0

0

2,000

⑤(増減額)

2,000

事業
概要

 2,000

 

現状と
背景

地元ケーブルテレビ局により、定例会本会議について一般家庭などへの中
継放送を配信する業務委託料である。

議会の活性化及び「市民に開かれた議会の推進」の一環として議会の透明
性向上を図る。

定例会本会議の生放送及び録画放送（当日夜間）を行っている。

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

議　会　費

議　会　費

補助単独の別

2,000

 

 

議　会　費

当初要求　②

前年度

①

2,000

2,000

 

 

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

2,000

議会事務局

市議会テレビ中継委託事業

単独

所管課

0

0

0

0

増減

その他

⑥－①



10

1

1

1

今年度
見直し
事 項

463

0

0

463

⑤(増減額)

463

事業
概要

 463

 

現状と
背景

全国各市議会の議長をもって組織された「全国市議会議長会」の必要経費
に充てるため、会員として定められた費用を負担する。

各市議会議長の全国的な連合組織に加わり、地方自治の拡充強化に関す
る方策を共同で協議・研究するとともに、組織を通じて国会、関係省庁及び
機関に陳情、要望実行運動等を行う。

平成２１年１１月１日現在、全国８０６の市議会議長（特別区の議長を含む）
をもって組織され、人口規模に応じた負担をしている。

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

議　会　費

議　会　費

補助単独の別

463

 

 

議　会　費

当初要求　②

前年度

①

463

463

 

 

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

463

議会事務局

全国市議会議長会負担金

単独

所管課

0

0

0

0

増減

その他

⑥－①



10

1

1

1

今年度
見直し
事 項

61

0

3

61

⑤(増減額)

61

事業
概要

 61

 

現状と
背景

中国地区の市議会の議長及び副議長をもって組織された「中国市議会議
長会」の必要経費に充てるため、会員として定められた費用を負担する。

市議会議長、副議長の中国地区の連合組織に加わり、市政に関する諸般
の事項を共同で調査審議し、全国市議会議長会を通じて、市の興隆発展
の諸施策を講じるために要望等を行う。

「中国市議会議長会」は、全国市議会議長会の地方部会（中国部会）でも
あり、中国地方５４市の各市議会議長をもって組織され、１市当たり４５，０００
円の定額及び所要の表彰経費の負担をしている。

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

議　会　費

議　会　費

補助単独の別

61

 

 

議　会　費

当初要求　②

前年度

①

58

61

 

 

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

58

議会事務局

中国市議会議長会負担金

単独

所管課

0

3

0

0

増減

その他

⑥－①



10

1

1

1

今年度
見直し
事 項

75

0

0

75

⑤(増減額)

75

事業
概要

 75

 

現状と
背景

県内４市議会の議長及び副議長をもって組織された「鳥取県市議会議長
会」の必要経費に充てるため、会員として定められた費用を負担する。

県内４市の発展に寄与するため、４市に関する必要な諸般の課題を共同で
調査研究するとともに、地方自治体の向上発展の諸施策を講じるため、「中
国市議会議長会」、「全国市議会議長会」を通じて中央に要望等を行う。

県内４市の議長及び副議長をもって組織する「鳥取県市議会議長会」は、
「中国市議会議長会」の支部でもある。 負担金：鳥取市　１１０，０００円、米
子市　１００，０００円、倉吉市　８０，０００円、境港市　７５，０００円

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

議　会　費

議　会　費

補助単独の別

75

 

 

議　会　費

当初要求　②

前年度

①

75

75

 

 

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

75

議会事務局

鳥取県市議会議長会負担金

単独

所管課

0

0

0

0

増減

その他

⑥－①



10

1

1

1

今年度
見直し
事 項

80

0

0

80

⑤(増減額)

80

事業
概要

 80

 

現状と
背景

特定第三種漁港の所在する全国１３市議会の議長をもって組織された「全
国市議会議長会特定第三種漁港協議会」の必要経費に充てるため、会員
として定められた費用を負担する。

全国的な連合組織に加わり、水産業の振興や漁港の整備充実、水産都市
としての行財政の発展を促進するため、水産業等に関する共通課題の調
査研究を行うとともに、組織を通じて中央に要望等を行う。

負担金は１３市同額。

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

議　会　費

議　会　費

補助単独の別

80

 

 

議　会　費

当初要求　②

前年度

①

80

80

 

 

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

80

議会事務局

全国市議会議長会特定第三種漁港協議会負担金

単独

所管課

0

0

0

0

増減

その他

⑥－①



10

1

1

1

今年度
見直し
事 項

2,496

0

0

2,496

⑤(増減額)

2,496

事業
概要

 2,496

 

現状と
背景

議員の調査研究活動に資するための交付金である。

境港市議会政務調査費の交付に関する条例に基づき、議員の調査研究に
資するため必要な経費の一部として、議会における会派（所属議員が一人

�の場合も含む）に対し交付する。

議員一人当たり月額１３，０００円（年額１５６，０００円）

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

議　会　費

議　会　費

補助単独の別

2,496

 

 

議　会　費

当初要求　②

前年度

①

2,496

2,496

 

 

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

2,496

議会事務局

政務調査費交付金

単独

所管課

0

0

0

0

増減

その他

⑥－①



10

1

1

1

今年度
見直し
事 項

108

0

▲ 12

108

⑤(増減額)

108

事業
概要

 120

 

現状と
背景

日米安全保障条約第６条に基づく米軍諸施設並びに陸海空自衛隊及び
旧軍港等の施設に関する全国各市町村議会議長をもって組織された「全
国市議会議長会基地協議会」の必要経費に充てるため、会員として定めら
れた費用を負担する

全国の基地を有する市町村の連合組織に加わり、基地関係都市の共通課
題を共同で調査、研究するとともに、その具体的解決方策を強力に推進す
るため、組織を通じて中央に要望等を行う。

全国１４７市３７町村の議長をもって組織され、基地協議会負担金算出基準
により負担している。

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

議　会　費

議　会　費

補助単独の別

120

 

 

議　会　費

当初要求　②

前年度

①

120

108

 

 

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

120

議会事務局

全国市議会議長会基地協議会負担金

単独

所管課

0

▲ 12

0

0

増減

その他

⑥－①



10

1

1

1

今年度
見直し
事 項

20

0

0

20

⑤(増減額)

20

事業
概要

 20

 

現状と
背景

 レーダーサイト及び通信傍受施設の所在する３１市町村の議会議長をもっ
て組織された「防衛省全国情報施設協議会」の必要経費に充てるため、会
員として定められた費用を負担する。

全国的な連合組織に加わり、防衛関係補助金及び交付金等諸問題を共同
で協議・研究するとともに、具体的方策を強力に講じるため、組織を通じて
中央に要望等を行う。

負担金は３０市町村同額。

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

議　会　費

議　会　費

補助単独の別

20

 

 

議　会　費

当初要求　②

前年度

①

20

20

 

 

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

20

議会事務局

防衛省全国情報施設協議会負担金

単独

所管課

0

0

0

0

増減

その他

⑥－①


